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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  １ 自然条件 （P．7） 

⑴ 地形 

本市は，東北地方中部太平洋岸に位置して宮城県の中心都市として多くの都市機能が集中

し，人口の増加とともに都市としての機能は市域を越えて成長し，現在では東北の中心都市

としての機能をもっている。隣接する市や町は 13 を数え，北東に七ヶ浜町と多賀城市，北

に利府町，富谷町，大和町及び色麻町，南に川崎町，村田町及び名取市，そして西に県境を

はさんで山形県尾花沢市，東根市，天童市及び山形市が隣接している。 

（略） 

⑴ 地形 

本市は，東北地方中部太平洋岸に位置して宮城県の中心都市として多くの都市機能が集中

し，人口の増加とともに都市としての機能は市域を越えて成長し，現在では東北の中心都市

としての機能をもっている。隣接する市や町は 12 を数え，北東に七ヶ浜町と多賀城市，北

に利府町，富谷市，大和町及び色麻町，南に川崎町，村田町及び名取市，そして西に県境を

はさんで山形県尾花沢市，東根市及び山形市が隣接している。 

（略） 

変更理由 過誤修正，時点修正によるもの 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  １ 自然条件  ⑵ 気候 （P．7） 

ア 平野部の気象 

厳冬期は，西高東低の気圧配置が卓越し，奥羽山脈を越えてくる乾燥した北西風が吹き，

晴天の日が多く，放射冷却による夜間の冷え込みは厳しいが，降雪量は比較的少ない。１

月の平均気温は，1.5℃である。冬から春にかけては，南岸低気圧が東海上を北上接近する

ときに大雪をもたらすことがある。平野部では，厳冬期よりもこの時期の方が大雪になる

ことが多い。 

（略） 

一方夏期は，酷暑になる日は少なく，8 月の平均気温は 24.1℃である。梅雨入りは 6 月

中旬，梅雨明けは 7 月下旬で，梅雨末期には大雨となることもある。梅雨期には，しばし

ばオホ－ツク海高気圧が顕著となり，北高南低の気圧配置が卓越するため，冷たい北東の

風（やませ）の影響で気温の低い日が続く。この状態が長続きすると，冷害が発生するこ

ともある。9月は台風や秋雨前線の影響を受けやすく，月別降水量が最も多い。 

年平均気温は 12.1℃，降水量は台風期，梅雨期を除いて比較的少なく，年間降水量は，

1,241.8mm である。卓越風は，9 月～3 月が北西風，4 月～8 月が南東風で，強風は冬から

春にかけて多い。 

ア 平野部の気象 

厳冬期は，西高東低の気圧配置が卓越し，奥羽山脈を越えてくる乾燥した北西風が吹き，

晴天の日が多く，放射冷却による夜間の冷え込みは厳しいが，降雪量は比較的少ない。１

月の平均気温は，1.6℃である。冬から春にかけては，南岸低気圧が東海上を北上接近する

ときに大雪をもたらすことがある。平野部では，厳冬期よりもこの時期の方が大雪になる

ことが多い。 

（略） 

一方夏期は，酷暑になる日は少なく，8 月の平均気温は 24.2℃である。梅雨入りは 6 月

中旬，梅雨明けは 7 月下旬で，梅雨末期には大雨となることもある。梅雨期には，しばし

ばオホ－ツク海高気圧が顕著となり，北高南低の気圧配置が卓越するため，冷たい北東の

風（やませ）の影響で気温の低い日が続く。この状態が長続きすると，冷害が発生するこ

ともある。9月は台風や秋雨前線の影響を受けやすく，月別降水量が最も多い。 

年平均気温は 12.4℃，降水量は台風期，梅雨期を除いて比較的少なく，年間降水量は，

1,254.1mm である。卓越風は，9 月～3 月が北西風，4 月～8 月が南東風で，強風は冬から

春にかけて多い。 

変更理由 時点修正によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  ２ 社会条件  ⑴ 人口分布 （P．8） 

ア 人口の推移と現況 

本市の人口は，平成 17 年 10 月 1 日（調査実施）現在 1,025,098 人で，平成 2 年～7 年

は 5.8％，平成 7 年～12 年は，3.8％と漸減傾向に変化し，平成 12 年～17 年は，1.7％と

戦後最低の伸び率となっている。 

（削除） 

本市の人口は，平成 27年 10月 1日（国勢調査）現在 1,082,159人で，その面積は 786.30

㎢となっている。人口については増加傾向が続いており，「対前回増加率」は平成 12年～17

年には 1.7％と戦後最低の伸び率となったが，平成 17 年～22 年は 2.0％，平成 22 年～27

年は 3.5％と上向いている。 

<国勢調査による人口の推移> 

各年 10月 1日現在 

年 次 人 口 総 数 人 口 増 減 数  対前回増加率 

平成 2年 918,398 61,063 7.1 ％ 

 7年 971,297 52,899 5.8 ％ 

12年 1,008,130 36,833 3.8 ％ 

17年 1,025,098 16,968 1.7 ％ 
 

（削除） 

イ 人口，面積及び人口密度（市・区）の現況と年齢構造 

平成 12年における本市の人口は，1,008,130人で，その面積は 783.54㎢となっている。 

青葉区の面積は 302.28㎢で，その人口密度は，1㎢当たり 918.8人と各区に比べ最も低

いが，昼間人口は 412,199 人（総人口の 38％），夜間人口は 277,585 人（同 28％）を占め

ている。 

人口の年齢構造を，年齢 3区分別にみると，15歳未満の年少人口は 146,825人（総人口

の 14.6％），15歳～64歳の生産年齢人口は 727,783人（同 72.2％），65歳以上の老年人口

は 133,020人（同 13.2％）となっている。また，他の大都市と比べると，本市は比較的年

少人口の割合が高く，老年人口の割合が低いことが特徴となっている。 

 

 

<人口，面積及び人口密度の推移> 

各年10月1日現在 

年    次 
人 口 面 積 人口密度（人／ｋ㎡） 

全市域（人） 全市域（k㎡） 全 市 域 

平成 2年 918,398 783.57 1,172.1 

   7年 971,297 783.50 1,239.7 

      12年 1,008,130 ※783.54 1,286.6 

（仙台市の人口第 1巻平成 12年国勢調査第 1次基本集計結果) 

 

 

（削除） 

各区の面積を比べると，青葉区が 302.24㎢で最も大きく，若林区が 50.86㎢と最も小さ

いが，各区の人口密度を比べると，宮城野区が 1㎢当たり 3,348.1人と最も高く，太白区が

1㎢当たり 993.3人と最も低くなる。 

平成 22年の国勢調査時点での比較では，青葉区の昼間人口は 397,465人（総数の 35.4％），

夜間人口は 291,436人（同 27.9％）で，いずれも 5区の中で最も多くなっている。 

人口の年齢構造を，年齢 3 区分別にみると，15 歳未満の年少人口は 129,309 人（総人口

の 11.9％），15 歳～64 歳の生産年齢人口は 674,873 人（同 62.4％），65 歳以上の老年人口

は 234,360人（同 21.7％）となっている。 

 

<全市の人口，面積及び人口密度の推移> 

各年10月1日現在 

年 次 

人口 

面積（㎢） 
人口密度 

（人／㎢） 総数（人） 
対前回 

増減数（人） 

対前回 

増加率（％） 

平成 2年 918,398 61,063 7.1 783.57 1,172.1 

7年 971,297 52,899 5.8 783.50 1,239.7 

12年 1,008,130 36,833 3.8 ※783.54 1,286.6 

17年 1,025,098 16,968 1.7 ※783.54 1,308.3 

22年 1,045,986 20,888 2.0 ※783.54 1,334.9 

27年 1,082,159 36,173 3.5 786.30 1,376.3 

（国勢調査結果(総務省統計局)) 

※ 一部境界未定であったため，総務省統計局において推定した数値 

変更理由 時点修正，文言・表の整理によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  ２ 社会条件  ⑴ 人口分布 （P．9） 

<各区の人口，面積及び人口密度> 

平成 12年 10月 1日現在 

 人口（人） 昼間人口（人） 夜間人口（人） 面積（ｋ㎡ ） 人口密度（人／ｋ㎡ ） 

青 葉 区 277,743 412,199 277,585 302.28 918.8 

宮城野区  178,780 198,885 178,771 58.09 3,077.6 

若 林 区 129,717 136,285 129,697 ※ 48.38 2,681.2 

太 白 区 221,461 174,347 221,429 228.21 970.4 

泉 区 200,429 168,446 200,146 146.58 1,367.4 

合 計 1,008,130 1,090,162 1,007,628 ※ 783.54 1,286.6 

(仙台市の人口第１巻平成 12年国勢調査第 1次基本集計結果) 

※ 全市域の面積は，名取市との境界が一部未定のため，総務省統計局において推定した数値 

<各区の人口，面積及び人口密度>        <各区の昼間人口及び夜間人口> 

平成 27年 10月 1日現在 平成 22年 10月 1日現在 

 人 口 

（人） 

面 積 

（ ㎢） 

人口密度 

（人／㎢ ） 

  昼間人口 

（人） 

夜間人口 

（人） 

青 葉 区 310,183 302.24 1,026.3  青 葉 区 397,465 291,436 

宮城野区 194,825 58.19 3,348.1  宮城野区 210,699 190,473 

若 林 区 133,498 50.86 2,624.8  若 林 区 136,282 132,306 

太 白 区 226,855 228.39 993.3  太 白 区 184,725 220,588 

泉 区 216,798 146.61 1,478.7  泉 区 192,794 211,183 

合 計 1,082,159 786.30 1,376.3  合 計 1,121,965 1,045,986 

(国勢調査結果(総務省統計局))          (国勢調査結果(総務省統計局)) 

<年  齢  構  造> 

平成 12年 10月 1日現在 

区   分 15歳未満 15～64歳 65歳以上 不 詳 総   数 

青 葉 区  

男 17,716 100,338 16,720 101 134,875 

女 17,021 101,766 24,024 57 142,868 

計 34,737 202,104 40,744 158 277,743 

宮城野区 

男 14,040 65,697 9,302 5 89,044 

女 13,405 63,366 12,961 4 89,736 

計 27,445 129,063 22,263 9 178,780 

若 林 区 

男 9,646 47,450 7,579 10 64,685 

女 8,985 45,774 10,263 10 65,032 

計 18,631 93,224 17,842 20 129,717 

太 白 区  

男 16,901 79,776 13,337 17 110,031 

女 16,080 77,765 17,570 15 111,430 

計 32,981 157,541 30,907 32 221,461 

泉 区 

男 16,908 71,066 9,481 180 97,635 

女 16,123 74,785 11,783 103 102,794 

計 33,031 145,851 21,264 283 200,429 

合 計 

男 75,211 364,327 56,419 313 496,270 

女 71,614 363,456 76,601 189 511,860 

計 146,825 727,783 133,020 502 1,008,130 

(平成 12年国勢調査 26．年齢 5歳階級，男女別人口の推移) 

<年  齢  構  造> 

平成 27年 10月 1日現在 

区   分 15歳未満 15～64歳 65歳以上 不 詳 総   数 

青 葉 区  

男 17,507 100,460 27,716 4,852 150,535 

女 16,601 101,296 38,284 3,467 159,648 

計 34,108 201,756 66,000 8,319 310,183 

宮城野区 

男 12,298 59,842 16,437 7,074 95,651 

女 11,770 59,482 21,812 6,110 99,174 

計 24,068 119,324 38,249 13,184 194,825 

若 林 区 

男 7,750 42,226 12,452 4,498 66,926 

女 7,628 40,444 15,763 2,737 66,572 

計 15,378 82,670 28,215 7,235 133,498 

太 白 区  

男 14,865 69,307 22,751 2,387 109,310 

女 14,126 70,999 29,908 2,512 117,545 

計 28,991 140,306 52,659 4,899 226,855 

泉 区 

男 13,700 63,714 22,078 5,256 104,748 

女 13,064 67,103 27,159 4,724 112,050 

計 26,764 130,817 49,273 9,980 216,798 

合 計 

男 66,120 335,549 101,434 24,067 527,170 

女 63,189 339,324 132,926 19,550 554,989 

計 129,309 674,873 234,360 43,617 1,082,159 

(国勢調査結果(総務省統計局)) 

変更理由 時点修正によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  ２ 社会条件 （P．10） 

⑶ 鉄道 

本市の鉄道網は，東日本旅客鉄道の東北新幹線，東北本線，常磐線の南北に延びる 3路線

と東西に伸びる仙石線，仙山線の 2路線が本市を中心に構成されている。また，市営鉄道に

ついては，市内に地下鉄南北線（14.8km）が構成されている。 

さらに，貨物専用路線として，東北本線の貨物専用線，仙台臨海鉄道が構成されている。 

⑶ 鉄道 

本市の鉄道網は，東日本旅客鉄道の東北新幹線，東北本線，常磐線の南北に延びる 3路線

と東西に伸びる仙石線，仙山線の 2路線が本市を中心に構成されている。また，市営鉄道に

ついては，市内に地下鉄南北線（泉中央～富沢，14.8km）及び東西線（八木山動物公園～荒

井，13.9km）の 2路線が構成されている。 

さらに，貨物専用路線として，東北本線の貨物専用線，仙台臨海鉄道が構成されている。 

⑷ 空港 

仙台空港は，東北地方における基幹空港として重要な役割を果たしている。現在，空港は

国内主要都市（札幌，成田，小松，名古屋，大阪，神戸，広島，福岡，沖縄）を結ぶ 9路線

と国際定期路線としてソウル，グアム，北京(上海経由，大連経由)，長春，台北の 6路線が

就航している。また，国際チャーター便として香港，バンコク，セブ，ホノルル，サイパン

などに就航している。 

航空需要の増加に対応するため，拡張工事が進められていた 3,000ｍ滑走路は平成 10年 3

月に空港種別第二種Ａとして供用を開始され，平成 17年度における輸送実績は，旅客数（国

内外乗降客）が約 324万人，貨物量（国内外貨物取扱量）が約 2.7万トンに達している。 

⑷ 空港 

3,000ｍ滑走路を有する仙台空港は，東北地方における拠点空港として重要な役割を果た

しており，平成 28 年 7 月 1 日から，国管理空港として初となる民間事業者による一体的運

営が開始された。 

国内主要都市（札幌，成田，小松，名古屋，大阪（伊丹，関西），広島，福岡，沖縄）を

結ぶ 9路線と国際定期路線としてソウル，グアム，北京(上海経由)，台北の 4路線が就航し

ている（平成 28 年 10 月現在）。また，国際チャーター便は，香港，バンコクをはじめとす

るアジア各地のほかヨーロッパやアフリカ方面など，平成 27年度は 36便が運航された。 

平成 27 年度における輸送実績は，旅客数（国内外乗降客）が約 311 万人，貨物量（国内

外貨物取扱量）が約 6千トン（郵便貨物は含まない。）となっている。 

⑸ 港湾 

仙台塩釜港仙台港区は，特定重要港湾として公共ふ頭が 24 バース，専用ふ頭がフェリー

岸壁を 2 バース含んだ 23 バースとなっており，地域の開発拠点，そしてまた，東北地方に

おける流通拠点港湾として大きな役割を果たしている。現在，仙台国際貿易港には，国際定

期航路が 4航路（東南アジア航路，北米西岸／中国航路，中国／韓国航路，韓国航路）週 5

便，内航フィダー航路週 6 便が運航されている。また，港湾における取扱貨物量は平成 17

年で約 3,817万トンである。 

指定公共機関の太平洋フェリーは，仙台港から，北は苫小牧，南は名古屋を結ぶ 2路線が就航

している。不定期ではあるが，苫小牧線は，1日約 1便，名古屋線は，月約 14便就航しており，

航路所要時間は，名古屋間 21時間（770km），苫小牧間 14時間 45分（560km）となっている。 

⑸ 港湾 

東北唯一の国際拠点港湾である仙台塩釜港仙台港区は，公共ふ頭 13バース，専用ふ頭 25

バース（フェリー岸壁を 2バース含む）を有し，東北地方における国際海上物流の玄関口と

して大きな役割を果たしている。国際コンテナ定期航路は 9航路週 7便，隔週 1便及び月 1

便（北米西岸航路，中国／韓国航路，韓国航路，ロシア極東航路），内航フィダー航路週 13

便が運航され（平成 28年 10月現在），コンテナ取扱量は，平成 27年で約 225千ＴＥＵ（20

フィートコンテナ換算）である。 

指定公共機関の太平洋フェリー株式会社は 2航路就航しており，苫小牧線は毎日運航，名

古屋線は隔日運航している。航路所要時間は，苫小牧間が 15時間～15時間 20分（560km），

名古屋間が 21時間 40分（770km）となっている（平成 27年 7月現在）。 

変更理由 時点修正，文言整理によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  ２ 社会条件 （P．10） 

⑹ 産業 

市の平成 15年度の経済活動別に市内総生産をみると，「産業」の生産額は全体の 88.8％

を占めている。 

ア 第 1次産業 

産業別の構成比の順位は，農業，水産業及び林業となっている。 

イ 第 2次産業 

製造業は，食料品，石油・石炭製品の占める割合が高く，この 2 業種で製造業全体の

55.5％を占めている。 

産業別の構成比の順位は，製造業，建設業及び鉱業となっている。 

ウ 第 3次産業 

第 3 次産業の占める割合が 91.9％と高く，そのうち本市の基幹産業である卸売・小売業

やサービス業の 2業種で第 3次産業の約 5割を占めている。 

⑹ 産業 

市の平成 25年度の経済活動別に市内総生産（名目）をみると，「産業」の生産額は全体の

85.9％を占めている。 

ア 第 1次産業 

産業別の構成比は，「農業」，「林業」，「水産業」の順となっている。 

イ 第 2次産業 

「製造業」では，「食料品」，「石油・石炭製品」の占める割合が高く，この 2 業種で製

造業全体の 63.3％を占めている。 

産業別の構成比は，「建設業」，「製造業」，「鉱業」の順となっている。 

ウ 第 3次産業 

本市の産業構造は，第 3 次産業の占める割合が 82.7％と高く，そのうち「サービス業」，

「卸売・小売業」，及び「不動産業」の 3業種で市内総生産の 64.0％を占めている。 

変更理由 時点修正によるもの 

第１編 総論  第４章 市の地理的，社会的特徴  ２ 社会条件 （P．11） 

⑻ その他 

ア （略） 

イ 水道供給 

本市水道局は，釜房・大倉・宮床などのダム施設等を水源に，茂庭・国見などの浄水場

で浄水処理を行っているほか，七ヶ宿ダムを水源とする宮城県仙南・仙塩広域水道から受

水することにより，本市と富谷町の一部区域に対し給水を行っている。 

ウ ガス供給 

本市ガス局は，仙台都市圏の産業を支える基盤としてクリーンで高効率なエネルギー・

都市ガスを本市，多賀城市，名取市，利府町，富谷町及び大和町の 3 市 3 町にわたって供

給している。 

⑻ その他 

ア （略） 

イ 水道供給 

本市水道局は，釜房・大倉・宮床などのダム施設等を水源に，茂庭・国見などの浄水場

で浄水処理を行っているほか，七ヶ宿ダムを水源とする宮城県仙南・仙塩広域水道から受

水することにより，本市と富谷市の一部区域に対し給水を行っている。 

ウ ガス供給 

本市ガス局は，仙台都市圏の産業を支える基盤としてクリーンで高効率なエネルギー・

都市ガスを本市，多賀城市，名取市，富谷市，利府町，大和町及び大衡村の 4 市 2 町 1 村

にわたって供給している。 

変更理由 時点修正によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第１編 総論  第５章 市国民保護計画が対象とする事態  １ 武力攻撃事態  ⑵ ＮＢＣ攻撃の想定 （P．14・15） 

１ 核兵器等 

（略） 

放射性降下物は，放射能を持った灰であり，爆発による上昇気流によって上空に吸い上

げられ，拡散，降下するため，放射性降下物による被害は，一般的には熱線や爆風による

被害よりも広範囲の地域に拡大することが想定される。放射性降下物が皮膚に付着するこ

とによる外部被ばくにより，あるいはこれを吸飲することや放射性降下物によって汚染さ

れた飲料水や食物を摂取することによる内部被ばくにより，放射線障害が発生するおそれ

がある。したがって，避難に当たっては，風下を避け，手袋，帽子，雨ガッパ等によって

放射性降下物による外部被ばくを抑制するほか，口及び鼻を汚染されていないタオル等で

保護することや汚染された疑いのある水や食物の摂取を避けるとともに，安定ヨウ素剤の

服用等により内部被ばくの低減に努める必要がある。 

また，汚染地域への立入制限を確実に行い，避難の誘導や医療に当たる要員の被ばく管

理を適切にすることが重要である。 

ダーティボムは，爆薬と放射性物質を組み合わせたもので，核兵器に比して小規模では

あるが，爆薬による爆発の被害と放射能による被害をもたらすことから，これらに対する

対処が必要となる。 

（新規） 

１ 核兵器等 

（略） 

放射性降下物は，放射能を持った灰であり，爆発による上昇気流によって上空に吸い上

げられ，拡散，降下するため，放射性降下物による被害は，一般的には熱線や爆風による

被害よりも広範囲の地域に拡大することが想定される。放射性降下物が皮膚に付着するこ

とによる外部被ばくにより，あるいはこれを吸入することや放射性降下物によって汚染さ

れた飲料水や食物を摂取することによる内部被ばくにより，放射線障害が発生するおそれ

がある。したがって，避難に当たっては，風下を避け，手袋，帽子，雨ガッパ等によって

放射性降下物による外部被ばくを抑制するほか，口及び鼻を汚染されていないタオル等で

保護することや汚染された疑いのある水や食物の摂取を避けるとともに，安定ヨウ素剤の

服用等により内部被ばくの低減に努める必要がある。 

また，汚染地域への立入制限を確実に行い，避難の誘導や医療に当たる要員の被ばく管

理を適切にすることが重要である。 

ダーティボムは，爆薬と放射性物質を組み合わせたもので，核兵器に比して小規模では

あるが，爆薬による爆発の被害と放射能による被害をもたらすことから，これらに対する

対処が必要となる。 

核攻撃等においては，避難住民等（運送に使用する車両及びその乗務員を含む。）の避難

退域時検査及び簡易除染（防災基本計画（原子力災害対策編）の簡易除染をいう。以下同

じ。）その他放射性物質による汚染の拡大を防止するため必要な措置を講じる必要がある。 

変更理由 文言整理，宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 

第１編 総論  第５章 市国民保護計画が対象とする事態  ２ 緊急対処事態 （P．16） 

１ 危険性を内存する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 １ 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 

変更理由 文言修正によるもの 

第２編 平素からの備えや予防  第１章 組織･体制の整備等  第３節 通信の確保 （P．20） 

⑵ 非常通信体制の確保 

市は，武力攻撃災害発生時においても情報の収集，提供を確実に行うため，情報伝達ルー

トの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保を図るなど，自然災害時における体制を

活用し，情報収集，連絡体制の整備に努める。 

⑵ 非常通信体制の確保 

市は，武力攻撃災害発生時においても情報の収集，提供を確実に行うため，情報伝達ルー

トの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保を図るなど，災害時における通信手段

(緊急情報ネットワークシステム(Ｅｍ-Ｎｅｔ)，全国瞬時警報システム(Ｊ-ＡＬＥＲＴ)等) 

を活用し，情報収集，連絡体制の整備に努める。 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第２編 平素からの備えや予防  第１章 組織･体制の整備等  第４節 情報収集･提供等の体制整備  １ 基本的考え方  <体制整備に当たっての留意事項> （P．21） 

運用面 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・ 国民に情報を提供するに当たっては，広報車両等を活用するとともに，高齢者，障害者，

外国人その他の情報の伝達に際し援護を要する者及びその他通常の手段では情報の入手が

困難と考えられる者に対しても情報を伝達できるよう必要な検討を行い，体制の整備を図

る。 

運用面 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・ 国民に情報を提供するに当たっては，広報車両等を活用するとともに，高齢者，障害者，

外国人その他の情報の伝達に際し特に配慮を要する者及びその他通常の手段では情報の入

手が困難と考えられる者に対しても情報を伝達できるよう必要な検討を行い，体制の整備を

図る。 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（災害対策基本法等の一部改正の反映）の反映によるもの 

第２編 平素からの備えや予防  第１章 組織･体制の整備等  第４節 情報収集･提供等の体制整備  ２ 警報等の伝達に必要な準備 （P．21） 

⑶ 県警察等との連携 

市は，武力攻撃事態等において，住民に対する警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われ

るよう，県警察との協力体制を構築する。また，必要に応じて塩釜海上保安部との協力体制

を構築する。 

⑶ 県警察等との連携 

市は，武力攻撃事態等において，住民に対する警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われ

るよう，県警察との協力体制を構築する。また，必要に応じて宮城海上保安部との協力体制

を構築する。 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第２編 平素からの備えや予防  第１章 組織･体制の整備等  第５節 研修，訓練及び啓発  ２ 訓練 （P．24） 

⑴ 市における訓練の実施 

市は，近隣市町村，県，国等関係機関と共同するなどして，国民保護措置についての訓練

を実施し，対処能力の向上を図る。 

訓練の実施に当たっては，具体的な事態を想定し，防災訓練におけるシナリオ作成等，既

存のノウハウを活用するとともに，県警察，塩釜海上保安部，自衛隊等との連携を図る。 

⑴ 市における訓練の実施 

市は，近隣市町村，県，国等関係機関と共同するなどして，国民保護措置についての訓練

を実施し，対処能力の向上を図る。 

訓練の実施に当たっては，具体的な事態を想定し，防災訓練におけるシナリオ作成等，既

存のノウハウを活用するとともに，県警察，宮城海上保安部，自衛隊等との連携を図る。 

変更理由 組織名称の変更によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第２編 平素からの備えや予防  第２章 避難，救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え （P．25） 

２ 避難実施要領のパターンの作成 

市は，関係機関（教育委員会など市の各執行機関，消防機関，県，県警察，塩釜海上保安部，

自衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ，消防庁が作成するマニュアルを参考に，季節の別（特

に冬期間の避難方法），観光客や昼間人口の存在，混雑や交通渋滞の発生状況について配慮し，

複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。 

２ 避難実施要領のパターンの作成 

市は，関係機関（教育委員会など市の各執行機関，消防機関，県，県警察，宮城海上保安部，

自衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ，消防庁が作成するマニュアルを参考に，季節の別（特

に冬期間の避難方法），観光客や昼間人口の存在，混雑や交通渋滞の発生状況について配慮し，

複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第２編 平素からの備えや予防  第２章 避難，救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え  ７ 生活関連等施設の把握等 （P．27） 

⑵ 市が管理する公共施設等における警戒 

市は，その管理に係る公共施設，公共交通機関等について，特に情勢が緊迫している場合

等において，必要に応じ，生活関連等施設の対応も参考にして，県の措置に準じて警戒等の

措置を実施する。この場合において，県警察及び塩釜海上保安部との連携を図る。 

⑵ 市が管理する公共施設等における警戒 

市は，その管理に係る公共施設，公共交通機関等について，特に情勢が緊迫している場合

等において，必要に応じ，生活関連等施設の対応も参考にして，県の措置に準じて警戒等の

措置を実施する。この場合において，県警察及び宮城海上保安部との連携を図る。 

変更理由 組織名称の変更によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置  １ 市対策本部設置前における危機対策本部等の設置及び初動措置 （P．30） 

⑷ 対策本部への移行に要する調整 

（略） 

 

【災害対策基本法及び危機管理要綱との関係について】 

（本文略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 対策本部への移行に要する調整 

（略） 

 

【災害対策基本法及び危機管理に関する要綱との関係について】 

（本文略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更理由 要綱名称を正式名称に修正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事態認定 事案覚知等 

 
 

市対策本部体制 

<被害の態様が災害対策基本法上の災害に該当※２> 

災害対策基本法に基づく各種対処措置が実施可能 

(例) 避難の指示，警戒区域設定，物件の除去 

国民保護法等に基づく措置 

(例)・退避の指示 

・警戒区域の設定 

・本部設置前は 

本部設置指定要請 

国民保護措置 

(例)・警報の伝達 

・避難実施要領策

定，避難住民の

誘導など 

消防法等に基づく措置 

(例) 消防警戒区域の設定，救急業務 

 

体 

 

制 

対

処

措

置 

市長又は危機管理監は，事案に伴い発生した災害への対処に関して，地

域防災計画及び危機管理に関する要綱に基づき対応する組織体制を決

定し，関係部局に指示をする。 

（警戒体制→災害警戒本部体制→災害対策本部体制・警戒体制→危機警戒本部体制→危機対策本部体制） 

被害の態様が災害対策基本法上の災害に該当※２ 

災害対策基本法に基づく災害対策本部が設置可能 

本部設置指

定 ※１ 
事態認定 事案覚知等 

 
 

市対策本部体制 

<被害の態様が災害対策基本法上の災害に該当※２> 

災害対策基本法に基づく各種対処措置が実施可能 

(例) 避難の指示，警戒区域設定，物件の除去 

国民保護法等に基づく措置 

(例)・退避の指示 

・警戒区域の設定 

・本部設置前は 

本部設置指定要請 

国民保護措置 

(例)・警報の伝達 

・避難実施要領策

定，避難住民の

誘導など 

消防法等に基づく措置 

(例) 消防警戒区域の設定，救急業務 

 

体 

 

制 

対

処

措

置 

市長又は危機管理監は，事案に伴い発生した災害への対処に関して，地

域防災計画及び危機管理要綱に基づき対応する組織体制を決定し，関係

部局に指示をする。 

（警戒体制→災害警戒本部体制→災害対策本部体制・警戒体制→危機警戒本部体制→危機対策本部体制） 

被害の態様が災害対策基本法上の災害に該当※２ 

災害対策基本法に基づく災害対策本部が設置可能 

本部設置指

定 ※１ 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第２章 市対策本部の設置等  １ 市対策本部の設置  ⑶ 市対策本部の組織構成及び機能 （P．32） 

 

<市 対 策 本 部 の 組 織 機 能 > 

 

<市 対 策 本 部 の 組 織 機 能 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更理由 組織等名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第２章 市対策本部の設置等  １ 市対策本部の設置  ⑷ 市対策本部における広報等 （P．32） 

イ 広報手段 

広報誌，テレビ・ラジオ放送，記者会見，問い合わせ窓口の開設，インターネットホーム

ページ等のほか様々な広報手段を活用して，住民等に迅速に提供できる体制を整備 

イ 広報手段 

広報紙，テレビ・ラジオ放送，記者会見，問い合わせ窓口の開設，仙台市ホームページな

どのインターネットコンテンツ，市民向け電子メール配信サービス等のほか様々な広報手段

を活用して，住民等に迅速に情報提供できる体制を整備 

変更理由 文言整理によるもの 

 

連絡要員 
派  遣 

は 

決定内容 
の 指 示 

本 部 長 

（ 市 長 ） 

副 本 部 長

（ 助 役 ， 収 入 役 ） 

主 管 本 部 員 

（ 危 機 管 理 監 ）  

本 部 員 

（各局長，各区長等） 

現地調整所 現地対策本部 

 

本部事務局 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

各  班 

企 画 市 民 部 

健 康 福 祉 部 

水 道 部 

交 通 部 

ガ ス 部 

市 立 病 院 部 

会 計 部 

消 防 部 

教 育 部 

議 会 部 

環 境 部 

経 済 部 

都 市 整 備 部 

建 設 部 

子 供 未 来 部 

総 務 部 

財 政 部 

区本部 

区本部長（区長） 

区副本部長 

（副区長，総合支所長） 

区本部員（各部長等） 

区本部事務局 

各  班 健 康 福 祉 部 

各  班 子 供 未 来 部 

各  班 水 道 部 

各  班 交 通 部 

各  班 ガ ス 部 

各  班 会 計 部 

各  班 消 防 部 

各  班 教 育 部 

各  班 議 会 部 

各  班 経 済 部 

各  班 文 化 観 光 部 

各  班 都 市 整 備 部 

各  班 建 設 部 

各  班 環 境 部 

各  班 まちづくり政策部  

各  班 市 民 部 

各  班 総 務 部 

各  班 市 立 病 院 部 

各  班 財 政 部 

総 務 班 

建 設 班 
総合支所班 

保健福祉班 

区本部 

区本部長（区長） 

区副本部長 

（副区長，総合支所長） 

区本部員（各部長等） 

区本部事務局 

総 務 班 

建物被害調査班 
輸 送 班 

建 設 班 
行政サービス班 
総合支所班 

保健福祉班 

連絡要員 
派  遣 

は 

決定内容 
の 指 示 

現地調整所 現地対策本部 

本 部 長 

（ 市 長 ） 

副 本 部 長 

（ 副 市 長 ） 

主 管 本 部 員 

（ 危 機 管 理 監 ） 

本 部 員 

（各局長，各区長等） 

本部事務局 

（危機管理室） 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第２章 市対策本部の設置等  １ 市対策本部の設置 （P．33） 

⑹ 現地調整所の設置 

市長は，武力攻撃による災害が発生した場合，その被害の軽減及び現地において措置に当

たる要員の安全を確保するため，現場における関係機関（県，消防機関，県警察，塩釜海上

保安部，自衛隊，医療機関等）の活動を円滑に調整する必要があると認めるときは，現地調

整所を設置し，（又は関係機関により現地調整所が設置されている場合は職員を派遣し，）関係

機関との情報共有及び活動調整を行う。 

⑹ 現地調整所の設置等 

市長は，国民保護措置が実施される現場において，現地関係機関（県，消防機関，県警察，

宮城海上保安部，自衛隊，医療機関等）の活動を円滑に調整する必要があると認めるときは，

現地調整所を設置（県等により現地調整所が設置されている場合は職員を派遣）し，関係機関

との情報共有及び活動調整を行う。 

変更理由 組織名称の変更，文言整理，宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第２章 市対策本部の設置等  １ 市対策本部の設置  ⑺ 市対策本部長の権限 （P．33） 

イ 県対策本部長に対する総合調整の要請 

市対策本部長は，県対策本部長に対して，県並びに指定公共機関及び指定地方公共機関

が実施する国民保護措置に関して所要の総合調整を行うよう要請することができる。また，

市対策本部長は，県対策本部長に対して，武力攻撃事態等対策本部長（以下「対策本部長」

という。）が指定行政機関及び指定公共機関が実施する国民保護措置に関する総合調整を行

うよう要請することができる。 

（略） 

イ 県対策本部長に対する総合調整の要請 

市対策本部長は，県対策本部長に対して，県並びに指定公共機関及び指定地方公共機関

が実施する国民保護措置に関して所要の総合調整を行うよう要請することができる。また，

市対策本部長は，県対策本部長に対して，事態対策本部長（以下「対策本部長」という。）

が指定行政機関及び指定公共機関が実施する国民保護措置に関する総合調整を行うよう要

請することができる。 

（略） 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第３章 関係機関相互の連携  （P．35） 

１ 国･県の対策本部との連携 

⑴ 国・県の対策本部との連携 

市は，県の対策本部及び県を通じて武力攻撃事態等対策本部（以下「対策本部」という。）

と各種の調整や情報の共有を行うこと等により密接な連携を図る。 

⑵ 国・県の現地対策本部との連携 

市は，国・県の現地対策本部が設置された場合は，連絡員を派遣すること等により，当該

本部と緊密な連携を図る。また，運営が効率的であると判断される場合には，必要に応じて，

県・国と調整の上，共同で現地対策本部を設置し，適宜情報交換等を行うとともに，共同で

現地対策本部の運用を行う。 

１ 国･県の対策本部等との連携 

⑴ 国・県の対策本部との連携 

市は，県の対策本部及び県を通じて事態対策本部（以下「対策本部」という。）と各種の

調整や情報の共有を行うこと等により密接な連携を図る。 

⑵ 国・県の現地対策本部との連携 

市は，国・県の現地対策本部が設置された場合は，連絡員を派遣すること等により，当該本

部と緊密な連携を図る。また，国の現地対策本部が合同対策協議会を開催する場合は，国民

保護措置に関する情報を交換し，各関係機関が実施する国民保護措置について相互に協力す

るため，職員を出席させる。 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第３章 関係機関相互の連携  ５ 指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請 （P．36） 

⑴ 職員の派遣要請 

市は，国民保護措置の実施のため必要があるときは，指定行政機関の長若しくは指定地方

行政機関の長又は特定指定公共機関（指定公共機関である特定独立行政法人等をいう。）に

対し，当該機関の職員の派遣の要請を行う。 

⑴ 職員の派遣要請 

市は，国民保護措置の実施のため必要があるときは，指定行政機関の長若しくは指定地方

行政機関の長又は特定指定公共機関（指定公共機関である特定独立行政法人をいう。）に対

し，当該機関の職員の派遣の要請を行う。 

変更理由 日本郵政公社の民営化に伴い特定指定公共機関ではなくなったことによるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第４章 警報及び避難の指示等  第１節 警報の伝達等  １ 警報の内容の伝達等 （P．38） 

<関係機関・住民等への警報の通知・伝達> 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<関係機関・住民等への警報の通知・伝達> 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更理由 組織の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第４章 警報及び避難の指示等  第２節 避難住民の誘導等  ２ 避難実施要領の策定 （P．39） 

⑴ 避難実施要領の策定 

市長は，避難の指示の通知を受けた場合は，直ちに，あらかじめ策定した避難実施要領の

パターンを参考にしつつ，避難の指示の内容に応じた避難実施要領の案を作成するととも

に，当該案について，各執行機関，消防機関，県，県警察，塩釜海上保安部，自衛隊等の関

係機関の意見を聴いた上で，迅速に避難実施要領を策定する。 

（略） 

⑴ 避難実施要領の策定 

市長は，避難の指示の通知を受けた場合は，直ちに，あらかじめ策定した避難実施要領の

パターンを参考にしつつ，避難の指示の内容に応じた避難実施要領の案を作成するととも

に，当該案について，各執行機関，消防機関，県，県警察，宮城海上保安部，自衛隊等の関

係機関の意見を聴いた上で，迅速に避難実施要領を策定する。 

（略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

 
教 育 委 員 会  

選 挙 管 理 委 員 会  

人 事 委 員 会  

監 査 委 員 

農 業 委 員 会  

住民及び関係のある公私の団体 

区役所・支所 

市
の
執
行
機
関 

通知 

通知 

通知 

その他の関係機関 

通知 

伝達 

通知 
通知 

総務大臣（消防庁） 

知 事（県対策本部） 

対策本部長による警報の発令 

市   長 
（市対策本部） 

 
教 育 委 員 会  

選 挙 管 理 委 員 会  

人 事 委 員 会  

監 査 委 員 

農 業 委 員 会  

住民及び関係のある公私の団体 

区役所・総合支所 

市
の
執
行
機
関 

通知 

通知 

通知 

その他の関係機関 

通知 

伝達 

通知 
通知 

総務大臣（消防庁） 

知 事（県対策本部） 

対策本部長による警報の発令 

市   長 
（市対策本部） 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第４章 警報及び避難の指示等  第２節 避難住民の誘導等  ２ 避難実施要領の策定 （P．40） 

⑶ 避難実施要領の内容の伝達等 

（略） 

また，市長は，直ちに，その内容を市の他の執行機関，消防局長，市の区域を管轄する

警察署長，塩釜海上保安部長及び自衛隊宮城地方協力本部長並びにその他の関係機関に通知

する。さらに，市長は，報道関係者に対して，避難実施要領の内容を提供する。 

⑶ 避難実施要領の内容の伝達等 

（略） 

また，市長は，直ちに，その内容を市の他の執行機関，消防局長，市の区域を管轄する

警察署長，宮城海上保安部長及び自衛隊宮城地方協力本部長並びにその他の関係機関に通知

する。さらに，市長は，報道関係者に対して，避難実施要領の内容を提供する。 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第４章 警報及び避難の指示等  第２節 避難住民の誘導等  ３ 避難住民の誘導 （P．41） 

⑶ 避難誘導を行う関係機関との連携 

市長は，避難実施要領の内容を踏まえ，本市の職員及び消防機関のみでは十分な対応が

困難であると認めるときは，警察署長，塩釜海上保安部長又は国民保護措置の実施を命ぜ

られた自衛隊の部隊等の長に対して，警察官，海上保安官又は自衛官（以下「警察官等」

という。）による避難住民の誘導を要請する。 

（略） 

⑶ 避難誘導を行う関係機関との連携 

市長は，避難実施要領の内容を踏まえ，本市の職員及び消防機関のみでは十分な対応が

困難であると認めるときは，警察署長，宮城海上保安部長又は国民保護措置の実施を命ぜ

られた自衛隊の部隊等の長に対して，警察官，海上保安官又は自衛官（以下「警察官等」

という。）による避難住民の誘導を要請する。 

（略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第５章 救援  ２ 関係機関との連携 （P．43） 

⑴ 国への要請等 

（略） 

厚生労働大臣から他の指定都市の救援の実施について応援すべき旨の指示があった場合

には，当該指定都市に対して応援を行う。 

⑴ 国への要請等 

（略） 

内閣総理大臣から他の指定都市の救援の実施について応援すべき旨の指示があった場合

には，当該指定都市に対して応援を行う。 

変更理由 国民の保護に関する基本指針の変更の反映によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第５章 救援  ３ 救援の内容 （P．44） 

⑴ 救援の基準 

市長は，「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程

度及び方法の基準」（平成 16 年厚生労働省告示第 343 号。以下「救援の程度及び基準」と

いう。）に基づき救援を行う。 

市長は，「救援の程度及び基準」によっては救援の実施が困難であると判断する場合には，

厚生労働大臣に対し，特別な基準の設定について意見を申し出る。 

⑴ 救援の基準 

市長は，「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程

度及び方法の基準」（平成 25 年内閣府告示第 229 号。以下「救援の程度及び基準」という。）

に基づき救援を行う。 

市長は，「救援の程度及び基準」によっては救援の実施が困難であると判断する場合には，

内閣総理大臣に対し，特別な基準の設定について意見を申し出る。 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更等）の反映によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第５章 救援  ３ 救援の内容  ⑶ 救援の内容 （P．45） 

エ 被災者の捜索及び救出 

① 被災者の捜索及び救出の実施についての県警察，消防機関及び自衛隊・塩釜海上保安

部の関係機関との連携 

② （略） 

オ 埋葬及び火葬 

①～④（略） 

⑤ 県警察及び塩釜海上保安部との連携による身元の確認，遺族等への遺体の引渡し等の

実施 

⑥ （略） 

カ～ク 

（略） 

ケ 死体の捜索及び処理 

① 死体の捜索及び処理の実施についての県警察，消防機関，自衛隊及び塩釜海上保安部

の関係機関との連携 

②～⑤ （略） 

エ 被災者の捜索及び救出 

① 被災者の捜索及び救出の実施についての県警察，消防機関及び自衛隊・宮城海上保安

部の関係機関との連携 

② （略） 

オ 埋葬及び火葬 

①～④（略） 

⑤ 県警察及び宮城海上保安部との連携による身元の確認，遺族等への遺体の引渡し等の

実施 

⑥ （略） 

カ～ク 

（略） 

ケ 死体の捜索及び処理 

① 死体の捜索及び処理の実施についての県警察，消防機関，自衛隊及び宮城海上保安部

の関係機関との連携 

②～⑤ （略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第５章 救援  ４ 医療活動等を実施する際に特に留意すべき事項 （P．46） 

ア 核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動 

① 医療関係者からなる救護班による緊急被ばく医療活動の実施 

② 内閣総理大臣により緊急被ばく医療派遣チームが派遣された場合，その指導の下，ト

リアージや汚染・被ばくの程度に応じた医療の実施 

ア 核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動 

① 医療関係者からなる救護班による被ばく医療活動の実施 

② 内閣総理大臣により被ばく医療に係る医療チームが派遣された場合，その指導の下，

トリアージや汚染・被ばくの程度に応じた医療の実施 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第６章 安否情報の収集･提供  １ 安否情報の収集 （P．47） 

⑴ 安否情報の収集 

（略） 

また，安否情報の収集は，避難所において，避難住民から任意で収集した情報のほか，住

民基本台帳，外国人登録原票等市が平素から行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等

を活用して行う。 

⑴ 安否情報の収集 

（略） 

また，安否情報の収集は，避難所において，避難住民から任意で収集した情報のほか，住

民基本台帳等市が平素から行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等を活用して行う。 

変更理由 外国人登録制度の廃止によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第６章 安否情報の収集･提供 （P．47） 

２ 県に対する報告 

市は，県への報告に当たっては，原則として，安否情報省令第 2条に規定する様式第 3号に

必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を，電子メールで県に送付する。ただし，事

態が急迫してこれらの方法によることができない場合は，口頭や電話などでの報告を行う。 

２ 県に対する報告 

市は，県への報告に当たっては，原則として，安否情報省令第 2条に規定する様式第 3号に

必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を，安否情報システムにより県に報告するも

のとし，事態の状況により安否情報システムが利用できない場合は，電子メールにより報告を

行う。ただし，事態が急迫してこれらの方法によることができない場合は，口頭や電話などで

の報告を行う。 

変更理由 宮城県国民保護計画の変更（国民の保護に関する基本指針の変更）の反映によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第７章 武力攻撃災害への対処  第２節 応急措置等  １ 退避の指示 （P．50） 

⑶ 安全の確保等 

ア 市長は，退避の指示を住民に伝達する市の職員に対して，二次被害が生じないよう国及

び県からの情報や市で把握した武力攻撃災害の状況，関係機関の活動状況等についての最

新情報を共有するほか，消防機関，県警察及び塩釜海上保安部と現地調整所等において連

携を密にし，活動時の安全の確保に配慮する。 

イ 市の職員及び消防職団員が退避の指示に係る地域において活動する際には，市長は，必要

に応じて県警察，塩釜海上保安部，自衛隊の意見を聞くなど安全確認を行った上で活動させ

るとともに，各職員が最新の情報を入手できるよう緊急の連絡手段を確保し，また，地域か

らの退避方法等の確認を行う。 

ウ （略） 

⑶ 安全の確保等 

ア 市長は，退避の指示を住民に伝達する市の職員に対して，二次被害が生じないよう国及

び県からの情報や市で把握した武力攻撃災害の状況，関係機関の活動状況等についての最

新情報を共有するほか，消防機関，県警察及び宮城海上保安部と現地調整所等において連

携を密にし，活動時の安全の確保に配慮する。 

イ 市の職員及び消防職団員が退避の指示に係る地域において活動する際には，市長は，必要

に応じて県警察，宮城海上保安部，自衛隊の意見を聞くなど安全確認を行った上で活動させ

るとともに，各職員が最新の情報を入手できるよう緊急の連絡手段を確保し，また，地域か

らの退避方法等の確認を行う。 

ウ （略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第７章 武力攻撃災害への対処  第２節 応急措置等  ２ 警戒区域の設定 （P．50） 

⑵ 警戒区域の設定に伴う措置等 

ア 市長は，警戒区域の設定に際しては，市対策本部に集約された情報のほか，現地調整所

における県警察，塩釜海上保安部，自衛隊からの助言を踏まえて，その範囲等を決定する。

また，事態の状況の変化等を踏まえて，警戒区域の範囲の変更等を行う。 

ＮＢＣ攻撃等により汚染された可能性のある地域については，専門的な知見や装備等を

有する機関に対して，必要な情報の提供を求め，その助言を踏まえて区域を設定する。 

イ （略） 

ウ 警戒区域内では，交通の要所に職員を配置し，県警察，塩釜海上保安部，消防機関等と

連携して，車両及び住民が立ち入らないよう必要な措置を講ずるとともに，不測の事態に

迅速に対応できるよう現地調整所等における関係機関との情報共有に基づき，緊急時の連

絡体制を確保する。 

エ （略） 

⑵ 警戒区域の設定に伴う措置等 

ア 市長は，警戒区域の設定に際しては，市対策本部に集約された情報のほか，現地調整所

における県警察，宮城海上保安部，自衛隊からの助言を踏まえて，その範囲等を決定する。

また，事態の状況の変化等を踏まえて，警戒区域の範囲の変更等を行う。 

ＮＢＣ攻撃等により汚染された可能性のある地域については，専門的な知見や装備等を

有する機関に対して，必要な情報の提供を求め，その助言を踏まえて区域を設定する。 

イ （略） 

ウ 警戒区域内では，交通の要所に職員を配置し，県警察，宮城海上保安部，消防機関等と

連携して，車両及び住民が立ち入らないよう必要な措置を講ずるとともに，不測の事態に

迅速に対応できるよう現地調整所等における関係機関との情報共有に基づき，緊急時の連

絡体制を確保する。 

エ （略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第７章 武力攻撃災害への対処  第２節 応急措置等  ４ 消防に関する措置等 （P．52） 

⑻ 安全の確保 

ア （略） 

イ その際，市長は，必要により現地に職員を派遣し，消防機関，県警察，塩釜海上保安部，

自衛隊等と共に現地調整所を設け，各機関の情報の共有，連絡調整に当たらせるとともに，

市対策本部との連絡を確保させるなど安全の確保のための必要な措置を行う。 

ウ～エ （略） 

オ 市長，消防局長又は水防管理者は，特に現場で活動する消防職団員，水防団員等に対し，

必ず特殊標章等を交付し着用させるものとする。 

⑻ 安全の確保 

ア （略） 

イ その際，市長は，必要により現地に職員を派遣し，消防機関，県警察，宮城海上保安部，

自衛隊等と共に現地調整所を設け，各機関の情報の共有，連絡調整に当たらせるとともに，

市対策本部との連絡を確保させるなど安全の確保のための必要な措置を行う。 

ウ～エ （略） 

オ 市長，消防局長又は水防管理者は，特に現場で活動する消防職団員等に対し，必ず特殊

標章等を交付し着用させるものとする。 

変更理由 組織名称の変更，過誤修正（本市では水防団は存在せず，消防職団員等が水防業務を行う。）によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第７章 武力攻撃災害への対処  第３節 生活関連等施設における災害への対処等  １ 生活関連等施設の安全確保 （P．52） 

⑶ 市が管理する施設の安全確保 

市長は，市が管理する生活関連等施設について，当該施設の管理者としての立場から，安

全確保のために必要な措置を行う。この場合において，市長は，必要に応じて，県警察，塩

釜海上保安部，消防機関その他の行政機関に対し，支援を求める。 

（略） 

⑶ 市が管理する施設の安全確保 

市長は，市が管理する生活関連等施設について，当該施設の管理者としての立場から，安

全確保のために必要な措置を行う。この場合において，市長は，必要に応じて，県警察，宮

城海上保安部，消防機関その他の行政機関に対し，支援を求める。 

（略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第７章 武力攻撃災害への対処  第４節 ＮＢＣ攻撃による災害への対処 （P．54） 

⑶ 関係機関との連携 

市長は，ＮＢＣ攻撃が行われた場合は，市対策本部において，消防機関，県警察，塩釜海

上保安部，自衛隊，医療関係機関等から被害に関する情報や関係機関の有する専門的知見，

対処能力等に関する情報を共有し，必要な対処を行う。 

（略） 

⑶ 関係機関との連携 

市長は，ＮＢＣ攻撃が行われた場合は，市対策本部において，消防機関，県警察，宮城海

上保安部，自衛隊，医療関係機関等から被害に関する情報や関係機関の有する専門的知見，

対処能力等に関する情報を共有し，必要な対処を行う。 

（略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第８章 被災情報の収集及び報告 （P．56） 

⑴ 被災情報の収集及び報告 

ア （略） 

イ 市は，情報収集に当たっては消防機関，県警察，塩釜海上保安部との連携を密にすると

ともに，特に消防機関は，機動的な情報収集活動を行うため，必要に応じ消防車両等を活

用した情報の収集を行う。 

ウ～エ （略） 

⑴ 被災情報の収集及び報告 

ア （略） 

イ 市は，情報収集に当たっては消防機関，県警察，宮城海上保安部との連携を密にすると

ともに，特に消防機関は，機動的な情報収集活動を行うため，必要に応じ消防車両等を活

用した情報の収集を行う。 

ウ～エ （略） 

変更理由 組織名称の変更によるもの 
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変 更 前 変 更 後 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第９章 保健衛生の確保その他の措置  ２ 廃棄物の処理  ⑵ 廃棄物処理対策 （P．58） 

ア 市は，地域防災計画の定めに準じて，「震災廃棄物対策指針」（平成 10 年厚生省生活衛

生局作成）等を参考としつつ，廃棄物処理体制を整備する。 

ア 市は，地域防災計画の定めに準じて，「災害廃棄物対策指針」（平成 26 年環境省大臣官

房廃棄物・リサイクル対策部作成）等を参考としつつ，廃棄物処理体制を整備する。 

変更理由 災害廃棄物対策指針が策定されたことによるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第１０章 国民生活の安定に関する措置 （P．59） 

市は，武力攻撃事態等においては，水及びガスの安定的な供給等を実施することから，国民

生活の安定に関する措置について，次のとおり定める。 

市は，武力攻撃事態等においては，水及びガスの安定的な供給等を実施する必要があること

から，国民生活の安定に関する措置について，次のとおり定める。 

変更理由 文言整理によるもの 

第３編 武力攻撃事態等への対処  第１１章 赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理  ３ 特殊標章等の交付及び管理 （P．62） 

ア 市長 

① 市の職員（消防局長の所轄の消防職員並びに水防管理者の所轄の水防団長及び水防団

員を除く。）で国民保護措置に係る職務を行うもの 

②～④ （略） 

イ （略） 

ウ 水防管理者 

① 水防管理者の所轄の水防団長及び水防団員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

② （略） 

③ （略） 

ア 市長 

① 市の職員（消防局長の所轄の消防職員を除く。）で国民保護措置に係る職務を行うも

の 

②～④ （略） 

イ （略） 

ウ 水防管理者 

（削除） 

① （略） 

② （略） 

変更理由 過誤修正（本市では水防団は存在せず，消防職団員等が水防業務を行う。）によるもの 

 

 

 


